
平成２６年（２０１４年）２月１３日発行－３－　　（２４１号） 市 議 会 だ よ り

 
反
対
討
論
（
要
旨
）

宮
下　

誠
（
公
明
党
）

　

特
定
秘
密
保
護
法
が
必
要
な
理
由

の
一
つ
目
は
、
外
交
や
防
衛
な
ど
安

全
保
障
上
の
情
報
管
理
を
徹
底
し
、

諸
外
国
等
と
共
有
す
る
た
め
。
二
つ

目
は
、
国
家
安
全
保
障
会
議
に
正
確

な
情
報
を
提
供
す
る
た
め
で
あ
る
。

　

公
明
党
の
主
張
で
、
国
民
の
「
知

る
権
利
」「
報
道
の
自
由
」
が
条
文
に

明
記
さ
れ
た
。

　

特
定
秘
密
を
保
護
し
て
国
民
の
安

全
を
守
る
こ
と
と
、
国
民
の
知
る
権

利
や
報
道
の
自
由
を
守
る
こ
と
の
バ

ラ
ン
ス
を
考
え
つ
つ
、
ぎ
り
ぎ
り
の

線
で
ま
と
め
ら
れ
た
こ
の
法
案
は
、

早
急
に
可
決
成
立
を
す
べ
き
で
あ
る
。

賛
成
討
論
（
要
旨
）

　

鈴
木
成
夫
（
市
議
会
民
主
党
）

　

特
定
秘
密
保
護
法
案
は
、
特
定
秘

密
の
定
義
が
曖
昧
で
広
範
囲
に
及
ぶ

危
険
性
が
あ
る
こ
と
、
修
正
案
で
提

案
さ
れ
た
第
三
者
機
関
の
設
置
、
秘

密
の
指
定
期
間
が
原
則　

年
か
ら　

３０

６０

年
に
後
退
し
、
例
外
項
目
が
あ
る
こ

と
、
厳
罰
規
定
に
よ
り
報
道
の
自
由

や
国
民
の
知
る
権
利
が
侵
さ
れ
る
お

そ
れ
が
強
い
こ
と
な
ど
、
多
く
の
問

題
点
が
あ
る
。
世
論
調
査
で
も
反
対

が　

％
と
な
っ
た
。
こ
の
状
況
に
も

５０
か
か
わ
ら
ず
、
政
府
、
与
党
は
法
案

を
成
立
さ
せ
る
方
針
で
あ
る
。
こ
の

よ
う
な
問
題
の
あ
る
法
案
の
成
立
を

認
め
る
こ
と
は
、
到
底
で
き
な
い
。

賛
成
討
論
（
要
旨
）

　

田
頭
祐
子
（
生
活
者
ネ
ッ
ト
）

　

安
倍
内
閣
は
、
動
議
に
よ
る
審
議

打
切
り
で
法
案
を
強
行
採
決
し
可
決

し
た
。「
特
定
秘
密
」の
対
象
が
不
明

確
で
は
国
民
の
知
る
権
利
や
報
道
、

言
論
の
自
由
が
守
ら
れ
な
い
。
原
発

事
故
直
後
、
放
射
性
物
質
拡
散
予
測

シ
ス
テ
ム
Ｓ
Ｐ
Ｅ
Ｅ
Ｄ
Ｉ
の
情
報
が

特
定
秘
密
保
護
法
案
の
慎
重

審
議
を
求
め
る
意
見
書

適
切
に
公
開
さ
れ
ず
、
一
部
の
浪
江

町
民
が
よ
り
放
射
線
の
高
い
地
域
に

避
難
し
、
よ
り
多
く
被
ば
く
し
た
。

こ
の
よ
う
な
国
民
の
命
を
守
る
情
報

が
、
治
安
維
持
、
公
益
の
た
め
「
特

定
秘
密
」
に
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

情
報
公
開
の
確
た
る
仕
組
み
の
構
築

が
、
今
最
も
必
要
で
あ
る
。

賛
成
討
論
（
要
旨
）

　

片
山　

薫
（
市
民
自
治
）

　

福
島
市
で
の
公
聴
会
で
は
、
各
政

党
の
推
薦
を
受
け
た
７
人
の
公
述
人

全
員
が
法
案
に
反
対
か
慎
重
意
見
だ

っ
た
。
翌　

月　

日
に
本
法
案
が
衆

１１

２６

議
院
で
強
行
採
決
さ
れ
、「
福
島
を

利
用
し
た
の
か
」
と
、
更
な
る
怒
り

の
声
が
福
島
県
民
か
ら
上
が
っ
て
い

る
。
原
発
に
関
す
る
情
報
は
特
定
秘

密
に
な
ら
な
い
と
言
う
国
会
議
員
も

い
る
が
、
核
物
質
や
原
発
警
備
情
報

は
、
テ
ロ
活
動
防
止
と
し
て
特
定
秘

密
に
な
る
と
政
府
は
答
弁
し
て
い
る
。

ツ
ワ
ネ
原
則
の
議
論
を
反
映
し
、
情

報
公
開
を
原
則
と
す
べ
き
で
あ
る
。

賛
成
討
論
（
要
旨
）

　

斎
藤
康
夫
（
市
民
会
議
）

　

秘
密
な
ど
存
在
し
な
い
、
全
て
を

情
報
公
開
で
き
る
政
府
、
日
本
社
会
、

国
際
社
会
で
あ
れ
ば
一
番
良
い
の
だ

が
、
現
実
は
そ
ん
な
に
単
純
で
は
な

く
、
生
易
し
い
状
況
で
は
な
い
。
よ

っ
て
、
悪
意
の
第
三
者
か
ら
日
本
の

機
密
情
報
を
守
る
法
案
は
必
要
で
あ

る
。
し
か
し
、
今
法
案
は
、
①
特
定

秘
密
に
指
定
す
る
場
合
の
第
三
者
機

関
が
明
記
さ
れ
て
い
な
い
。
②
秘
密

情
報
を
記
録
と
し
て
確
実
に
保
存
す

る
観
点
が
抜
け
て
い
る
。
③
期
限
が

過
ぎ
た
秘
密
を
確
実
に
公
開
す
る
条

文
が
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
本
意
見

書
に
賛
成
す
る
。

 
賛
成
討
論
（
要
旨
）

　

水
上
洋
志
（
日
本
共
産
党
）

　

安
倍
内
閣
が
予
定
す
る
介
護
保
険

制
度
の
改
定
案
は
、
利
用
料
の
引
上

げ
や
軽
度
者
の
サ
ー
ビ
ス
切
下
げ
、

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
か
ら
の
締
め

出
し
な
ど
が
含
ま
れ
て
い
る
。
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
を
さ
ら
に
遠

ざ
け
て
利
用
し
づ
ら
く
す
る
ば
か
り

か
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
か
ら
締
め
出
さ

れ
る
人
が
続
出
す
る
内
容
で
あ
り
、

介
護
保
険
制
度
の
ま
さ
に
改
悪
の
内

容
で
あ
る
。
家
族
介
護
に
再
び
依
存

す
る
こ
と
は
、
高
齢
者
と
家
族
の
生

活
を
危
機
に
追
い
込
み
、
現
場
を
疲

弊
さ
せ
る
も
の
で
許
さ
れ
な
い
。
こ

の
た
め
賛
成
す
る
も
の
で
あ
る
。

来
年
度
か
ら
の
介
護
保
険

制
度
改
定
に
つ
い
て
行
わ
な
い

こ
と
を
求
め
る
意
見
書

建設環境委員会
平成２５年１１月５日～６日
▽兵庫県淡路市（太陽光発電事業について）
▽大阪府吹田市（ごみ処理施設について）
厚生文教委員会
平成２５年１１月６日～７日
▽岐阜県各務原市（市民の学習活動支援である「木
曽川アカデミー」について）
▽愛知県豊田市（子どもの権利に関する取組と小学
校の環境学習について）

総務企画委員会
平成２５年１１月１４日～１５日
▽兵庫県神戸市（産業連関表について）
▽三重県松阪市（シンポジウムシステムについて）
平成２５年１１月１８日
▽東京都町田市（自治体ＩＣＴについて）
▽神奈川県秦野市（公共施設マネジメントについて）
友好都市交流視察
平成２５年１１月２２日～２４日
▽東京都三宅村（三宅村産業祭及び三宅村の現状に
ついて）

行政視察を行いました

議　

決　

結　

果

○賛成　×反対　△退席

意見書・決議の審議結果
※可決された意見書は、国等への関係機関に送付しました。原稿は提案議員が作成してい
ます。

会派名（人数）　 ※議長は除く

こ
が
お
も
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革
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活
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み
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棺

日
本
共
産
党 
棺

自
民
党
小
金
井 
款要　　　　　　旨件　　　名

原案
可決○○○×○○○×○×

本法案は「特定秘密」の定義と範囲が極めて曖昧で、時の権力者により範囲が恣意的
に広げられる可能性がある。一般市民も対象の厳罰規定も盛り込まれ、国民全体に関
わる重要な問題である。法曹界やメディア関係者、研究者や宗教者など国内外の様々
な団体が反対している。国民の大多数の不安を踏まえ、慎重な審議を求める。

特定秘密保護法案の慎重審
議を求める意見書

原案
可決○○○○○○○○○○

法人事業税の暫定措置は、消費税を含む税体系の抜本的改革が行われるまでの措置と
して導入されたものであり、平成２６年度税制改正において撤廃し、復元されるべきも
のである。また、法人住民税の一部を国税化し、交付税の原資とするなどの対応は、
地方分権に逆行し都市部の市町村に打撃を与えるため、反対する。

法人事業税の暫定措置撤廃
に賛成し、法人住民税の一
部国税化に反対する意見書

原案
可決○○×○○○○○○○

小金井市議会は、原子力に依存しない新しいエネルギー資源として「メタンハイドレ
ートの実用化を求める意見書」を過去に採択している。その後、日本海側で多数の表
層型メタンハイドレートが発見された。政府に対し表層型メタンハイドレートの実用
化を進める大幅な予算措置を行い、実用化を強力に推進する取組を求める。

表層型メタンハイドレート
の実用化を求める意見書

否決×○○×○△△×○×

政府は、介護保険制度の改定について、通常国会にその法案を提出するとしている。
その主な内容は、利用料の引き上げや「要支援」を介護給付から切り離し、市町村事
業に移管することなど、高齢者を必要な介護サービスから締め出し、行き場を失わせ
るものである。改定を行わないことを求める。

来年度からの介護保険制度
改定について行わないこと
を求める意見書

原案
可決×○○○○○×△○○

医療給付費の増と国民健康保険税の徴収率の伸び悩みで、自治体の多くは国民健康保
険会計の財政難に陥っている。原因の根源には給付費に対する国庫負担の削減があ
る。よって政府に対して、国民健康保険会計への国庫負担率の大幅引上げを求める。

国庫負担率を引き上げ、国
保税の負担軽減を求める意
見書

原案
可決×○○○○

×１
△１○○○×

地球の気温上昇を産業革命前から２度以下に抑える必要性は国際的な合意となってい
る。地球温暖化の責任は世界各国に共通するが、今日の温室効果ガスの大部分は先進
国が過去に排出したものである。政府に対し、「共通だが差異ある責任」の基本原則に
立ち返り、温室効果ガスの削減目標を抜本的に引き上げることを求める。

日本政府に温室効果ガス削
減目標を抜本的に引き上げ
ることを求める意見書

否決○××○×××○×○４
△１

厳しい財政状況の下、将来にわたって持続可能な社会保障制度を維持・強化するため
に決断した消費税の引上げは、中堅・低所得者層の生活に大きく影響を与える。抜本
的かつ恒久的な対策として、食料品等の生活必需品に「軽減税率制度」を導入するた
め、対象品目、事務負担への配慮等の制度設計を進め、環境整備を図ることを求める。

消費税の軽減税率制度の導
入を求める意見書

原案
可決×××○×○○○×○

実体経済の現状を示す数多くの指標が改善し、企業の景気感が上向いている一方で、
賃金上昇を実感する国民は少なく、賃上げ要請が高まっている。企業減税等による業
績好転から得た収益を確実に賃金上昇に反映させるための「賃金の配分に関するルー
ル」を作り、実質的な賃上げに結び付く施策を講じるよう、政府に求める。

企業減税等から確実な賃金
引上げを求める意見書

原案
可決○○○○○○○○○○

「子ども・被災者支援法」の基本方針の見直しと実効ある被災者支援施策に早急に取
り組むこと、被災者の意見反映のため常設の被災者等協議会を設置して施策策定に参
画させること、借上げ住宅制度の新規受付再開・期間延長・転居等の柔軟な運用を図
ること、福島県及び福島県外の自然体験活動等の実施を推進することを求める。

原発事故子ども・被災者支
援法の十分な運用を求める
意見書


